
北茨城市における統一的基準に基づく財務書類

１　はじめに
　
　現在、地方公共団体における予算・決算に係る会計制度（官庁会計）は、予算の適正・確実
な執行を図るという観点から、単式簿記による現金主義会計を採用しています。
　一方で、財政の透明性を高め、説明責任をより適切に図る観点から、単式簿記による現金主
義会計では把握できない情報（ストック情報（資産・負債）や見えにくいコスト情報（減価償
却費等））を住民や議会等に説明する必要性が高まり、その補完として複式簿記による発生主
義会計の導入が重要とされていました。

　こうした中、平成２７年１月、総務省から「統一的な基準による地方公会計マニュアル」が
示され、平成２７～２９年度の３年間に統一的基準による財務書類を整備することが要請され、
本市においては、平成２８年度決算から「統一的な基準」による財務書類を作成しています。

　この財務書類は、「一般会計等」と特別会計や企業会計を合わせた「全体会計」、さらに、
一部事務組合や第３セクターなどの関係団体を含む「連結会計」の３つの区分ごとに作成して
います。
　今後も、これらの財務書類を十分活用して、より一層健全な財政運営に取り組んでまいりま
す。

２　対象となる会計の範囲

　「一般会計等」と特別会計や企業会計を合わせた「全体会計」、一部事務組合や第３セクタ
ーなどの関係団体を含めた「連結会計」の３つの区分の対象となる会計等は、次のとおりです。

３　作成基準日
　会計年度の最終日である平成３１年３月３１日です。出納整理期間（平成３１年４月１日か
ら令和元年５月３１日まで）の入出金については、作成基準日までに終了したものとして処理
しています。

特別会計
全体会計

一部事務組合等

第三セクター等

連結会計

対象となる会計等区　　分

高萩・北茨城広域工業用水道企業団

茨城北農業共済事務組合

北茨城市開発公社

茨城租税債権管理機構

公共下水道事業特別会計

漁業集落排水事業特別会計

介護保険事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

水道事業会計

一般会計等
一般会計

水沼診療所特別会計

国民健康保険事業特別会計

茜平ふれあい財団

北茨城市社会福祉協議会

工業用水道事業会計

市民病院事業会計

企業会計

茨城県市町村総合事務組合

茨城県後期高齢者医療広域連合



４　財務書類４表について

　①　貸借対照表

　　　基準日時点における当市の財政状態（資産・負債・純資産の残高及び内訳）を明らかに
　　するものです。
　　　左側の借方に資産を表示し、右側の貸方に負債及び純資産（資産と負債の差額）を表示
　　するもので、左右のバランスが取れていることから、バランスシートと呼ばれています。

　②　行政コスト計算書

　　　会計期間中の本市の費用・収益の取引高を明らかにするもので、民間企業会計における
　　損益計算書に当たるものです。

　③　純資産変動計算書

　　　会計期間中の本市の純資産の変動、すなわち政策形成上の意思決定またはその他の事象
　　による純資産及びその内部構成の変動を明らかにするもので、民間企業会計の株主資本等
　　変動計算書に当たるものです。

　④　資金収支計算書

　　　本市の資金収支の状態、すなわち本市の活動に伴う資金利用状況及び資金獲得能力を明
　　らかにするもので、民間企業会計のキャッシュフロー計算書に当たるものです。

　　【財務書類４表　相関図】

　＋本年度末

　歳計外現金残高

５　分析に用いる人口
　人口１人当たりの数値を算出する際には、住民基本台帳人口である平成３０年１月１日現在
４４，２０６人、平成３１年１月１日現在４３，７０４人を用いています。
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４　貸借対照表（平成３１年３月３１日現在）

　貸借対照表は、基準日時点における財政状態（資産・負債・純資産の残高及び内訳）を明らかにするも

のです。年度末時点において、将来世代に引き継ぐ資産がどれだけあり、将来世代が負担する負債がどれ

だけあるかが分かり、資産と負債の差額として純資産を認識します。純資産は、これまでの世代がすでに

負担した分であり、世代間の負担の構成が分ります。

　資産の部は、固定資産と流動資産に大別され、固定資産には事業用資産（市庁舎、小中学校等）とイン

フラ資産（公園・道路等）が含まれます。負債は、地方債等のほか、退職手当引当金や賞与引当金といっ

た将来に支払義務が生じるもののうち当該年度末における見積金額が含まれています。純資産は、過去ま

たは現世代が負担したものとして、資産と負債の差額で表示されます。

　一般会計等ベースにおいて、有形固定資産は、事業用資産が５億７，６００万円の増加、インフラ資産

は３億５，４００万円減少し、有形固定資産全体として２億９００万円増加しました。事業用資産は、主

に地域優良賃貸住宅整備事業に５億３，０００万円、清掃センター煙突修繕工事に１億６，８００万円支

出したことにより増加しました。インフラ資産は、北町関本中線整備事業に３億１，５００万円支出しま

したが、減価償却による価値の減少及び建設仮勘定に計上していた用地補償費の修正により減少しました。

投資その他の資産は、投資及び出資金において、市民病院事業会計に対する出資金の修正を含め３億１，

７００万円増加しましたが、それに伴い投資損失引当金３億６，３００万円を計上、基金において、東日

本大震災復興交付金基金が１６億１，８００万円減少したことなどにより、全体として１８億１，１００

万円減少しました。流動資産は、現金預金及び財政調整基金が減少したことにより、全体として７億１，

０００万円の減少となりました。資産合計としては２３億１，２００万円減少し、７３４億１，９００万

円となりました。一方で、負債は、地方債の増加により２億８，６００万円増加し、総資産と負債の差額

である純資産は、２５億９，８００万円減少し４６７億１，１００万円となりました。

【一般会計等】 （単位：百万円）

H29 H30 増減 H29 H30 増減

１固定資産 71,916 70,314 -1,602 １固定負債 24,512 24,690 179

　有形固定資産 64,528 64,737 209 　地方債等 19,562 19,787 225

　　事業用資産 36,536 37,111 576 　長期未払金 42 15 -27

　　インフラ資産 27,547 27,193 -354 　引当金 4,062 4,071 9

　　物品 446 433 -13 　その他固定負債 848 818 -28

　無形固定資産

　投資その他の資産 7,387 5,577 -1,811 ２流動負債 1,911 2,018 107

　　投資及び出資金 5,021 3,388 317 　１年以内償還予定地方債等 1,629 1,731 102

　　投資損失引当金 -2,775 -3,138 -363 　未払金及び未払費用 27 27 1

　　長期延滞債権 307 299 -8 　前受金及び前受収益

　　長期貸付金 657 652 -5 　賞与等引当金 182 193 11

　　基金 4,205 2,448 -1,757 　預り金 74 67 -7

　　徴収不能引当金 -28 -23 5 　その他流動負債

　　その他投資その他の資産

２流動資産 3,816 3,106 -710

　　現金預金 1,395 904 -491

　　未収金 82 73 -9

　　短期貸付金 4 5 1 固定資産等形成分 74,267 72,451 -1,815

　　基金 2,347 2,133 -214 余剰分（不足分） -24,958 -25,741 -782

　　棚卸資産 他団体出資等分

　　徴収不能引当金 -13 -9 4

　　その他流動資産

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計や増減が一致しない場合があります。

※現金預金には、歳計外現金（預り金）を含むため、資金収支計算書の残高とは一致しません。

資産の部 負債の部（将来世代の負担）

純資産合計 49,308 46,711 -2,598

負債合計 26,423 26,709 286

純資産の部（これまでの世代の負担）

73,419 -2,31275,731資産合計 75,731 73,419 -2,312 負債及び純資産合計



　全体会計においては、有形固定資産が１0億５，１００万円増加、一方で、投資その他の資産が１６億

６，３００万円減少、流動資産も１０億９，７００万円減少したため、資産合計としては１７億４，９０

０万円減少の９８０億２，２００万円となりました。国民健康保険事業特別会計と水道事業会計において

現金預金の減少により流動資産が減少したものの、水道事業会計において有形固定資産が増加したことで、

一般会計等に比較して、資産の減少額は低い結果となっています。負債については、市民病院事業会計に

おいて地方債の償還が進み減少した一方で、水道事業会計において発行が上回り残高が増加したことによ

り負債全体で７億１，８００万円増加し、４３７億１，９００万円となりました。総資産と負債の差額で

ある純資産は２４億６，８００万円減少し、５４３億４，０００万円となりました。

【全体会計】
（単位：百万円）

H29 H30 増減 H29 H30 増減

１固定資産 93,346 92,693 -653 １固定負債 39,956 40,463 507

　有形固定資産 84,594 85,645 1,051 　地方債等 30,961 31,696 735

　　事業用資産 42,170 42,587 417 　長期未払金 42 15 -27

　　インフラ資産 40,188 40,908 720 　引当金 4,206 4,235 28

　　物品 2,236 2,150 -87 　その他固定負債 4,747 4,518 -229

　無形固定資産 1,564 1,523 -41

　投資その他の資産 7,188 5,525 -1,663 ２流動負債 3,044 3,255 211

　　投資及び出資金 1,558 1,628 70 　１年以内償還予定地方債等 2,288 2,418 130

　　投資損失引当金 -520 -553 -33 　未払金及び未払費用 147 210 63

　　長期延滞債権 582 554 -28 　前受金及び前受収益 200 200

　　長期貸付金 715 712 -4 　賞与等引当金 282 310 28

　　基金 4,616 2,950 -1,666 　預り金 74 67 -7

　　徴収不能引当金 -71 -54 17 　その他流動負債 52 49 -3

　　その他投資その他の資産 307 289 -18

２流動資産 6,426 5,329 -1,097

　　現金預金 3,400 2,478 -923

　　未収金 691 717 27

　　短期貸付金 4 5 1 固定資産等形成分 95,697 94,831 -866

　　基金 2,347 2,133 -214 余剰分（不足分） -38,926 -40,527 -1,601

　　棚卸資産 8 10 2 他団体出資等分

　　徴収不能引当金 -31 -20 11

　　その他流動資産 6 6 -

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計や増減が一致しない場合があります。

※現金預金には、歳計外現金（預り金）を含むため、資金収支計算書の残高とは一致しません。

資産の部 負債の部（将来世代の負担）

負債合計 43,000 43,719 718

純資産の部（これまでの世代の負担）

純資産合計 56,771 54,304 -2,468

99,771 98,022 -1,749資産合計 99,771 98,022 -1,749 負債及び純資産合計



　連結会計においては、有形固定資産が１０億１，９００万円増加、一方で投資その他の資産が１７億１，

８００万円、流動資産が１０億８，６００万円減少したため、資産合計としては１９億９，７００万円減

少の１，００３億５，５００万円となりました。負債は、高萩・北茨城広域工業用水道企業団をはじめと

する連結対象団体で地方債が減少したため、全体会計と比較して増加幅が減少し、５億５，６００万円増

加の４５２億８，６００万円、総資産と負債の差額である純資産は、２４億５，３００万円減少の５５０

億６，９００万円となり、概ね全体会計と同じ傾向となっています。

【連結会計】
（単位：百万円）

H29 H30 増減 H29 H30 増減

１固定資産 94,860 94,049 -811 １固定負債 41,543 41,918 375

　有形固定資産 85,455 86,474 1,019 　地方債等 31,505 32,145 640

　　事業用資産 42,289 42,703 414 　長期未払金

　　インフラ資産 40,878 41,572 694 　引当金 4,489 4,484 -6

　　物品 2,288 2,199 -89 　その他固定負債 5,548 5,289 -259

　無形固定資産 3,498 3,386 -112

　投資その他の資産 5,907 4,189 -1,718 ２流動負債 3,187 3,368 181

　　投資及び出資金 66 66 - 　１年以内償還予定地方債等 2,360 2,488 128

　　投資損失引当金 　未払金及び未払費用 170 219 49

　　長期延滞債権 583 555 -28 　前受金及び前受収益 216 209 -7

　　長期貸付金 99 95 -4 　賞与等引当金 294 322 28

　　基金 4,922 3,237 -1,685 　預り金 76 69 -7

　　徴収不能引当金 -71 -54 17 　その他流動負債 71 61 -10

　　その他投資その他の資産 308 290 -18

２流動資産 7,392 6,306 -1,086

　　現金預金 4,226 3,337 -890

　　未収金 718 728 10

　　短期貸付金 4 5 1 固定資産等形成分 97,300 96,273 -1,027

　　基金 2,436 2,220 -217 余剰分（不足分） -39,941 -41,366 -1,425

　　棚卸資産 17 18 1 他団体出資等分 163 162 -1

　　徴収不能引当金 -31 -20 11

　　その他流動資産 22 20 -2

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計や増減が一致しない場合があります。

※現金預金には、歳計外現金（預り金）を含むため、資金収支計算書の残高とは一致しません。

資産の部 負債の部（将来世代の負担）

負債合計 44,730 45,286 556

純資産の部（これまでの世代の負担）

純資産合計 57,522 55,069 -2,453

資産合計 102,252 100,355 -1,897 負債及び純資産合計 102,252 100,355 -1,897



【貸借対照表からの分析】

①　純資産比率　［純資産／総資産］
　　総資産のうち現役世代により負担している返済義務のない純資産がどれくらいの割合であるか
　を表しており、世代間の負担の割合を見ることができます。この比率が高いほど財政状況が健全
　であるといわれています。

　　H２９：　一般会計等　６５．１％、　全体会計　５６．９％、　連結会計　５６．３％
　　H３０：　一般会計等　６３．６％、　全体会計　５５．４％、　連結会計　５４．９％

②　社会資本等形成の世代間負担比率
　　　　［（地方債合計-特例地方債）／公共資産（有形固定資産+無形固定資産）］
　　将来償還が必要な地方債による社会資本等の整備の割合を算出することにより、社会資本等形
　成に係る将来世代の負担比重を見ることができます。ここでは、社会資本等を有形固定資産（事
　業用資産・インフラ資産・物品）として、これに対する地方債等（１年以内償還予定地方債等を
　含む）の割合を算出しています。

　　H２９：　一般会計等　１９．２％
　　H３０：　一般会計等　１９．７％
　　※　総務省の算定式において、地方債から特例地方債が除外されたことにより、平成２９年度
　　　の値が前年度公表値から変更となっています。

③　有形固定資産減価償却率　［有形固定資産の減価焼却累計額／取得価格等］
　　有形固定資産のうち、建物などの償却資産について、全体として当初取得時の価額に対し耐用
　年数に応じて時の経過や使用による価値の減少がどれだけ進んでいるかを表します。この比率が
　高いほど、施設の老朽化の程度が高いといえます。

　　H２９：　一般会計等　５６．１％、　全体会計　５１．６％、　連結会計　５１．７％
　　H３０：　一般会計等　５７．４％、　全体会計　５３．１％、　連結会計　５３．１％
　　※　総務省の算定式において、有形固定資産から物品が除外されたことにより、平成２９年度
　　　の値が前年度公表値から変更となっています。

④　市民一人当たり資産額・負債額
　　貸借対照表の資産合計・負債合計を住民基本台帳人口で除し、市民一人当たりの資産額・負債
　額を算出します。
　　２つの指標を対比させると、市民一人当たりの負債額の約２．７倍の資産を保有していること
　になります（一般会計等）。
　　
　　●市民一人当たりの資産額
　　　H２９：一般会計等　１７１万円、　全体会計　２２６万円、　連結会計　２３１万円
　　　H３０：一般会計等　１６８万円、　全体会計　２２４万円、　連結会計　２３０万円

　　●市民一人当たりの負債額
　　　H２９：一般会計等　　６０万円、　全体会計　　９７万円、　連結会計　１０１万円
　　　H３０：一般会計等　　６１万円、　全体会計　１００万円、　連結会計　１０４万円

⑤　歳入額対資産合計　［資産合計／歳入合計］
　　歳入総額に対する資産の比率を算定し、今まで形成されたストックである資産が何年分の歳入
　の規模に匹敵するかを表します。

　　　H２９：一般会計等　３．８３年、　全体会計　２．８７年、　連結会計　２．５０年
　　　H３０：一般会計等　３．４５年、　全体会計　２．７２年、　連結会計　２．３９年



５ 行政コスト計算書（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日）

　行政コスト計算書は、会計期間中の費用と収益という発生主義の観点から、行政コスト

を明らかにしています。

　費用として、１年間における行政サービス提供にかかったコストとして人件費、物件費

等の業務費用、負担金や住民に対する福祉・社会保障に関連する給付額といった移転費用、

また災害復旧等に要した臨時損失があります。

　収益として、行政サービスの提供の対価として得られる使用料・手数料の収入等の経常

収益、資産売却等の臨時利益があります。

　費用から収益を差し引いた純行政コストが、行政サービス提供の直接的な対価で賄いき

れなかったコストであり、税収や国県からの補助金などにより賄われることとなります。

　一般会計等においては、人件費が２９億２００万円（１６％）、物件費等が６１億３，

２００万円（３４％）となり、経常的な行政活動によるコストである経常費用のうち５割

を占めています。その他の業務費用は、東日本大震災復興交付金基金返還金の増加により

増加し、業務費用全体として前年に比べ７億１，８００万円増加の９７億６００万円とな

りました。他団体への負担金や福祉・社会保障給付である移転費用は、水産業共同利用施

設復興整備事業補助金及び社会保障給付の増加により１５億７，４００万円増加の８１億

６，２００万円となりました。それに対し、受益者が負担する使用料及び手数料を含む経

常収益が４，６００万円減少し、７億４００万円となった結果、純経常行政コストは１７

１億６，３００万円となりました。また、臨時損失として投資損失引当金の繰入（１億５，

６００万円）や過年度建設仮勘定の修正（１億５，１００万円）、臨時利益として簿外資

産の売却益（２００万円）等の計上があり、最終的な純行政コストは２５億９，０００万

円増加の１７４億７，９００万円となりました。

【一般会計等】
（単位：百万円）

H29 H30 増減

経常費用 15,576 17,867 2,291

　業務費用 8,988 9,706 718

　　①人件費 2,906 2,902 -4

　　②物件費等 5,823 6,132 308

　　　（うち減価償却費） (2,122) (2,187) (64)

　　③その他の業務費用 259 672 413

　移転費用 6,588 8,162 1,574

　　①補助金等 1,941 3,211 1,270

　　②社会保障給付 3,170 3,381 211

　　③他会計への繰出金 1,467 1,557 90

　　④その他 9 12 3

経常収益 750 704 -46

　　①使用料及び手数料 427 426 -1

　　②その他 323 278 -45

純経常行政コスト 14,826 17,163 2,337

臨時損失 76 320 244

臨時利益 13 5 -8

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計や増減が一致しない場合があります。

純経常費用（純行政コスト） 14,889 17,479 2,590



　全体会計においては、人件費・物件費等の業務費用は１４８億５００万円と前年度比７

億２，５００万円増加となっており、移転費用は前年度比８億９，０００万円の増加とな

りました。内訳としては、補助金等が国民健康保険制度の県単位化に伴う共同事業拠出金

の減少により国民健康保険事業特別会計で８億４，２００万円減少したため、一般
会計等に比べ増加幅が減少しています。それに対し、経常収益は、水道事業会計に
おける料金改定の影響により３，８００万円増加の４４億８，４００万円となった
ため、純経常行政コストは２５４億２，９００万円となりました。臨時損益を含め
て純行政コストは、１７億６，２００万円増加し、２５６億４，５００万円となり
ました。

【全体会計】
（単位：百万円）

H29 H30 増減

経常費用 28,297 29,912 1,616

　業務費用 14,079 14,805 725

　　①人件費 4,943 5,009 67

　　②物件費等 8,467 8,705 239

　　　（うち減価償却費） (3,141) (3,186) (45)

　　③その他の業務費用 670 1,090 420

　移転費用 14,217 15,108 890

　　①補助金等 11,027 11,649 622

　　②社会保障給付 3,176 3,387 211

　　③他会計への繰出金

　　④その他 14 72 58

経常収益 4,445 4,484 38

　　①使用料及び手数料 3,963 4,047 84

　　②その他 482 437 -46

純経常行政コスト 23,851 25,429 1,578

臨時損失 55 221 166

臨時利益 23 5 -18

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計や増減が一致しない場合があります。

純経常費用（純行政コスト） 23,883 25,645 1,762



　連結会計においては、業務費用が６億３，５００万円増加の１５４億１，６００万円、

移転費用は７億９，２００万円増加の１９７億３，９００万円となりました。業務費用に

おいては、茜平ふれあい財団や社会福祉協議会において人件費、物件費等が減少となった

影響により、移転費用については、後期高齢者医療広域連合に対する比例連結割合が減少

したことにより、一般会計等及び全体会計に比べて増加幅が減少しています。経常収益は、

１，２００万円増加の４８億８，６００万円となり、臨時損益を含めて最終的な最終的な

純行政コストは１５億５，５００万円増加の３０４億４，５００万円となっています。

【連結会計】
（単位：百万円）

H29 H30 増減

経常費用 33,729 35,156 1,427

　業務費用 14,782 15,416 635

　　①人件費 5,326 5,364 39

　　②物件費等 8,648 8,840 192

　　　（うち減価償却費） (3,215) (3,259) (44)

　　③その他の業務費用 808 1,212 404

　移転費用 18,948 19,739 792

　　①補助金等 15,707 16,228 522

　　②社会保障給付 3,176 3,382 206

　　③他会計への繰出金

　　④その他 65 129 64

経常収益 4,874 4,886 12

　　①使用料及び手数料 4,035 4,117 83

　　②その他 840 769 -71

純経常行政コスト 28,855 30,270 1,415

臨時損失 52 178 125

臨時利益 17 2 -14

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計や増減が一致しない場合があります。

純経常費用（純行政コスト） 28,890 30,445 1,555



【行政コスト計算書からの分析】

①　市民一人当たりの行政コスト　［行政コスト／住民基本台帳人口］
　　行政コストを市民一人当たりで算定することにより、同種の行政サービスをどれ
　だけのコスト水準で実現したかを比較することができます。
　　本市の場合、全体会計及び連結会計の人件費が高い数値となっているのは、全体
　会計及び連結会計において、市民病院が含まれていることが影響しています。

H29 H30 増減

【一般会計等】

　　行政コスト 34万円 40万円 6万円

　　（人件費） 7万円 7万円 -

【全体会計】

　　行政コスト 54万円 59万円 5万円

　　（人件費） 11万円 12万円 -

【連結会計】

　　行政コスト 65万円 70万円 4万円

　　（人件費） 12万円 12万円 -

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計や増減が一致しない場合があります。

②　受益者負担の割合　［経常収益／経常費用］
　　行政コストのうち受益者が負担している割合として、経常的な行政サービス提供
　コストである経常費用と行政サービス提供の対価である経常収益を対比します。
　　全体会計においては、上下水道事業に加え、市民病院事業を行う地方公営企業が
　含まれるため、高い数値となっています。

H29 H30 増減

【一般会計等】

　　受益者負担の割合 4.8% 3.9% ▲0.9％

【全体会計】

　　受益者負担の割合 15.7% 15.0% ▲0.7％

【連結会計】

　　受益者負担の割合 14.5% 13.9% ▲0.6%



６ 純資産変動計算書（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日）

　純資産変動計算書とは、会計期間中の純資産の変動を明らかにするものです。行政コス

ト計算書から算出された当年度の純行政コストが当年度の財源（税収等、国県等補助金）

によって賄われているかどうかを表しています。

　一般会計等においては、当年度の行政サービス提供に伴うコストである純行政コスト１
７４億７，９００万円を賄う財源として、税収等及び国県等補助金が１４６億３，２００
万円であり、本年度差額として２８億４，６００万円の純資産減少、また調査判明などに
資産の増加を含めて、純資産変動額は２５億９，８００万円減少する結果となりました。
前年度と比べ、純行政コストは２５億９，０００万円増加、財源としては、税収等におい
て地方交付税が減少したものの、ふるさと納税による寄附金の増加により６，４００万円
増加、国県等補助金は、国民体育大会テニス会場となる磯原地区公園整備事業の終了に伴
う補助金の減少により５億８，６００万円減少、全体として５億２，１００万円減少し、
無償所管換等を含めた当期変動額は、前年に比べ２５億４，４００万円減少となりました。

【一般会計等】
（単位：百万円）

H29 H30 増減

純行政コスト（△） -14,889 -17,479 -2,590

　財源 15,154 14,632 -521

　　税収等 10,930 10,995 64

　　国県等補助金 4,223 3,638 -586

本年度差額 265 -2,846 -3,111

　　固定資産等の変動（内部変動）

　　　有形固定資産等の増加

　　　有形固定資産等の減少

　　　貸付金・基金等の増加

　　　貸付金・基金等の減少

　　資産評価差額

　　無償所管換等 -323 221 544

　　他団体出資等分の増加

　　他団体出資等分の減少

　　比例連結割合変更に伴う差額

　　その他 4 28 24

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計や増減が一致しない場合があります。

期末純資産残高 49,308 46,711 -2,598

期首純資産残高 49,363 49,308 -54

当期変動額 -54 -2,598 -2,544



　全体会計においては、純行政コスト２５６億４，５００万円に対し、財源が２２７億９，
０００万円となり、本年度差額として２８億５，５００万円減少、無償所管換等を含めた
純資産変動額は２４億６，８００万円の減少となりました。国民健康保険制度の県単位化
に伴い、国民健康保険特別会計において税収等が２６億３，５００万円減少、一方で国県
等補助金が１６億３，８００万円増加と大きく増減し、全体会計においては財源として１
３億１，８００万円減少しています。

【全体会計】
（単位：百万円）

H29 H30 増減

純行政コスト（△） -23,883 -25,645 -1,762

　財源 24,108 22,790 -1,318

　　税収等 16,650 14,088 -2,562

　　国県等補助金 7,458 8,702 1,244

本年度差額 225 -2,855 -3,080

　　固定資産等の変動（内部変動）

　　　有形固定資産等の増加

　　　有形固定資産等の減少

　　　貸付金・基金等の増加

　　　貸付金・基金等の減少

　　資産評価差額

　　無償所管換等 -317 388 704

　　他団体出資等分の増加

　　他団体出資等分の減少

　　比例連結割合変更に伴う差額

　　その他 4 -4

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計や増減が一致しない場合があります。

期末純資産残高 56,771 54,304 -2,468

期首純資産残高 56,860 56,771 -88

当期変動額 -88 -2,468 -2,379



　連結会計においては、純行政コスト３０４億４，５００万円に対し、財源が２７６
億３，４００万円となり、無償所管換等や比例連結割合変更に伴う差額などを含め、純資
産変動額は、２４億５，３００万円の減少となりました。

【連結会計】
（単位：百万円）

H29 H30 増減

純行政コスト（△） -28,890 -30,445 -1,555

　財源 29,028 27,634 -1,394

　　税収等 19,043 16,440 -2,603

　　国県等補助金 9,984 11,194 1,209

本年度差額 137 -2,811 -2,948

　　固定資産等の変動（内部変動）

　　　有形固定資産等の増加

　　　有形固定資産等の減少

　　　貸付金・基金等の増加

　　　貸付金・基金等の減少

　　資産評価差額

　　無償所管換等 -317 388 704

　　他団体出資等分の増加

　　他団体出資等分の減少

　　比例連結割合変更に伴う差額 -6 -20 -15

　　その他 -5 -9 -4

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計や増減一致しない場合があります。

当期変動額 -190 -2,453 -2,263

期末純資産残高 57,522 55,069 -2,453

期首純資産残高 57,712 57,522 -190



７　資金収支計算書（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日）

　資金収支計算書とは、地方公共団体の資金収支の状態を明らかにすることを目的として

作成し、業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支の３つの区分から構成されます。

　業務活動収支は、地方公共団体の行政サービス活動に伴う収入・支出を表し、業務収入
・支出、臨時収入・支出に大別されます。
　投資活動収支は、公共施設整備や基金等の資産形成への支出とその財源となった収入で、
地方債以外の国庫支出金等や基金の取崩し等が含まれます。
　財務活動収支は、地方債の元本償還分の支出と地方債の発行収入等が含まれ、業務活動
収支と投資活動収支により余剰又は不足する資金がどのように使われたのか又は賄われた
のかを表します。



　一般会計等においては、業務活動収支が▲９億５，０００万円、固定資産への投資キャ

ッシュフローである投資活動収支が１９億４００万円、財務活動収支は２億７，３００万

円となりました。結果として、資金収支のトータルは▲４億８，４００万円となり、当年

度末資金残高は８億３，７００万円となりました。業務活動収支は、水産業共同利用施設

復興整備事業補助金等により支出が大きく増加し、２２億６，１００万円減額、投資的活

動収支は、水産業共同利用施設整備事業補助金等に対する東日本大震災復興交付金基金の

取崩しにより基金取崩収入が大きく増加し、１９億９，５００万円増加、財務活動収支は、

地方債の発行収入が償還支出を上回り、投資活動支出に充当され、移転費用支出の増加に

よる業務活動収支の赤字に対し、投資活動収支の基金取崩により充当しています。

【一般会計等】

（単位：百万円）

H29 H30 増減

１　業務活動収支 1,311 -950 -2,261

　(1)    業務支出 13,441 15,653 2,212

　　①  業務費用支出 6,853 7,491 639

　　　（うち、支払利息支出） (137) (123) -13

　　②  移転費用支出 6,588 8,162 1,574

　(2）    業務収入 14,763 14,705 -58

　　①  税収等収入 10,923 10,988 65

　　②  国県等補助金収入 3,090 3,012 -78

　　③  使用料及び手数料収入 427 427 -

　　④  その他の収入 323 278 -45

　(3）    臨時支出 12 2 -10

　(4）    臨時収入

２　投資活動収支 -1,802 194 1,995

　(1)    投資活動支出 3,492 3,103 -389

　　①  公共施設等整備費支出 3,168 2,331 -837

　　②  基金積立金支出 228 384 157

　　③  その他 96 388 292

　(2)    投資活動収入 1,690 3,297 1,607

　　①  国県等補助金収入 1,133 625 -508

　　②  基金取崩収入 538 2,355 1,817

　　③  その他 18 316 298

３　財務活動収支 567 273 -295

　(1)    財務活動支出 1,531 1,684 153

　　①  地方債等償還支出 1,502 1,629 127

　　②  その他の支出 29 55 25

　(2)    財務活動収入 2,098 1,956 -142

　　①  地方債等発行収入 2,098 1,956 -142

　　②  その他の収入

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計や増減が一致しない場合があります。

期末純資産残高 1,321 837 -484

本年度資金収支額 77 -484 -561

前年度末資金残高 1,244

比例連結割合変更に伴う差額

1,321 77



　全体会計においては、業務活動収支▲３億６，３００万円、投資活動収支▲１３億６，

３００万円、財務活動収支８１０万円となり、資金収支は▲９億１，６００万円、当年度

末資金残高は２４億１，１００万円となりました。一般会計等に比べ業務活動収支のマイ

ナスが減少し、投資活動収支はプラスからマイナスに転じ、財務活動収支のプラスが増加

しているのは、主に水道事業会計による影響となっています。

【全体会計】
（単位：百万円）

H29 H30 増減

１　業務活動収支 1,949 -363 -2,312

　(1)    業務支出 25,060 26,532 1,472

　　①  業務費用支出 10,843 11,425 582

　　　（うち、支払利息支出） (316) (296) -20

　　②  移転費用支出 14,217 15,108 890

　(2）    業務収入 27,030 26,192 -838

　　①  税収等収入 16,344 13,955 -2,390

　　②  国県等補助金収入 6,261 7,814 1,553

　　③  使用料及び手数料収入 3,942 3,990 48

　　④  その他の収入 483 433 -49

　(3）    臨時支出 22 23 1

　(4）    臨時収入

２　投資活動収支 -2,113 -1,363 750

　(1)    投資活動支出 4,181 4,685 503

　　①  公共施設等整備費支出 3,769 3,987 217

　　②  基金積立金支出 326 618 292

　　③  その他 86 80 -6

　(2)    投資活動収入 2,068 3,321 1,254

　　①  国県等補助金収入 1,165 699 -466

　　②  基金取崩収入 766 2,499 1,733

　　③  その他 137 124 -13

３　財務活動収支 404 810 407

　(1)    財務活動支出 2,171 2,343 171

　　①  地方債等償還支出 2,139 2,288 149

　　②  その他の支出 33 55 22

　(2)    財務活動収入 2,575 3,153 578

　　①  地方債等発行収入 2,575 3,153 578

　　②  その他の収入 16

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計や増減と一致しない場合があります。

本年度資金収支額 239 -916 -1,155

前年度末資金残高 3,087 3,327 239

比例連結割合変更に伴う差額

期末純資産残高 3,327 2,411 -916



　連結会計においては、業務活動収支▲３億５，３００万円、投資活動収支▲１２億７，

５００万円、財務活動収支７５０万円となり、資金収支は▲８億７，７００万円、比例連

結割合変更に伴う差額を含めて、当年度末資金残高は３２億７，０００万円となりました。

【連結会計】
（単位：百万円）

H29 H30 増減

１　業務活動収支 1,908 -353 -2,260

　(1)    業務支出 30,435 31,751 1,316

　　①  業務費用支出 11,475 11,998 524

　　　（うち、支払利息支出） (329) (307) -22

　　②  移転費用支出 18,960 19,753 793

　(2）    業務収入 32,364 31,422 -942

　　①  税収等収入 18,726 16,296 -2,430

　　②  国県等補助金収入 8,774 10,292 1,517

　　③  使用料及び手数料収入 4,014 4,060 46

　　④  その他の収入 850 774 -76

　(3）    臨時支出 22 23 1

　(4）    臨時収入

２　投資活動収支 -2,000 -1,275 726

　(1)    投資活動支出 4,115 4,625 510

　　①  公共施設等整備費支出 3,773 3,987 215

　　②  基金積立金支出 331 627 296

　　③  その他 11 10 -1

　(2)    投資活動収入 2,114 3,350 1,236

　　①  国県等補助金収入 1,165 699 -466

　　②  基金取崩収入 810 2,527 1,717

　　③  その他 139 124 -15

３　財務活動収支 330 750 420

　(1)    財務活動支出 2,164 2,399 235

　　①  地方債等償還支出 2,152 2,370 218

　　②  その他の支出 12 29 17

　(2)    財務活動収入 2,494 3,149 655

　　①  地方債等発行収入 2,496 3,153 657

　　②  その他の収入 -2 -4 -2

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計や増減が一致しない場合があります。

本年度資金収支額 237 -877 -1,114

前年度末資金残高 3,919 4,153 233

比例連結割合変更に伴う差額 -4 -6 -2

期末純資産残高 4,153 3,270 -883



【資金収支計算書からの分析】

①　基礎的財政収支
　　［業務活動収支＋支払利息支出＋投資活動収支＋基金積立金支出－基金取崩収入］
　　資金収支計算書から財務活動収支及び業務活動収支の支払利息支出と投資活動収支の

　基金収支を除くことにより、基礎的財政収支（プライマリーバランス：地方債等の債務

　の元利払いと地方債等の収入を除いた収支）を算出します。当該バランスが均衡してい

　る場合には、経済成長率が長期金利を下回らない限り経済規模に対する地方債等の比率

　は増加せず、持続的な財政運営であるといえます。

　　本市の場合は、投資活動における公共施設等整備費支出は減少しましたが、基金を取

　り崩し支出された水産業共同利用施設復興整備事業補助金によって業務支出が大きく増

　加したことにより、基礎的財政収支は前年度に引き続きマイナスとなりました。公共資

　産投資は、大部分が地方債や基金取崩し収入を財源として賄われるため、一時的に基礎

　的財政収支がマイナスとなることもあります。

（単位：百万円）

H29 H30 増減

一般会計等 ▲ 665 ▲ 2,604 ▲ 1,939

全体会計 ▲ 289 ▲ 3,311 ▲ 3,022

連結会計 ▲ 243 ▲ 3,220 ▲ 2,977

　※　総務省の算定式において、基金取崩収入、基金積立金支出が除外されたことにより、

　　平成２９年度の値が前年度公表値から変更となっています。

②　債務償還可能年数　（参考指標）
　　 ［（将来負担額－充当可能財源） ／（経常一般財源等（歳入）－経常経費充当財源等（歳出））］

　　債務償還可能年数は、実質債務が償還財源の何年分あるかを示す指標です。年数が短

　いほど債務償還能力が高いと言え、債務の償還原資を計上的な業務活動からどれだけ確

　保できる見込みがあるかということは、債務償還能力を把握する上で重要な視点です。

　　※　今回から償還財源として決算統計の経常一般財源等と経常経費充当財源等（歳出）

　　　の収支を基準として算定することとされ、参考指標として位置づけられました。

H29 H30 増減

一般会計等 10.22年 11.44年 1.22年

　※　総務省の算定式において、財政健全化法算定式や決算統計により算出することとさ

　　れたため、平成２９年度の値が前年度公表値から変更となっています。


